
事務事業数

32

主な取組

【児童相談に係る専門性の向上、市町村への指
導】
・職員研修事業を拡充し、職員一人一人の児童
相談技術向上を図っている。（予算の推移R1
9,442千円、R2　18,201千円、R3　17,468千円
（R3はオンライン化のため減少）
【里親委託推進】
・里親制度に関する広報啓発から里親登録前後
及び委託前の研修の実施、委託後の里親支援な
ど、一貫した里親支援を実施している。（里親
登録数の推移）
R1　541組、R2　553組、R3　585組
【子どもの貧困対策】
・コロナの影響を受けているひとり親家庭にお
ける雇用の安定や就職の促進を図るため、高等
職業訓練促進給付金の対象講座の拡充を実施。

23,602,146

　児童虐待の未然防止に係る意見交換会を実施し、教育庁や道警、道内自治体、関係機関と虐待
の未然防止対策について協議を行った。また例年実施している「地域での見守り活動連携会議」
において、関係機関に対して児童虐待防止の取組等を説明した。
　北海道里親会連合会や児童養護施設等と連携し、里親制度の普及啓発、里親に対する研修や交
流の場の設定、里親の養育支援等を実施。

　高い水準で推移する児童虐待の未然防止及び早期発見対応に向け、ＳＮＳ相談委託業務による相談
体制の強化や、市町村関係職員を含めた専門職員の相談対応技術向上研修を実施し、対応する。
【児童虐待相談対応件数の推移：R1　3,995件、R2　3,694件、R3　4,019件】

子ども子育て支援課所管課
保健
福祉部

現状と
課題

・増加してきた児童虐待相談対応件数について、R2は3,694件でR1の3,995件と比較すると微減し
ているが、高水準で推移している。
・児童養護施設等退所後に保護者からの援助が受けられず経済的に厳しい状況に置かれている。
・子どもの貧困は、生活保護世帯やひとり親家庭低所得者層が多いなど厳しい状況にある。

連携状況

施策名 地域全体で子どもを見守り育てる社会づくり
施策
コード

0405

予算額
（千円）

Ｒ４ 24,460,991 Ｒ３ 23,775,391 Ｒ２

今年度の取組

令和４年度　基本評価調書① 所管部局

１（１）C

順調総合判定SDGs

関連重点
戦略計画等

施策目標
・児童虐待のない社会の実現に向け、虐待の未然防止や早期発見、早期対応などに取り組む。
・貧困の状況にある子どもが健やかに成長できる環境の整備や教育の機会均等を図るため、子ど
もの貧困対策を総合的に推進する。

政策体系
(中項目)

安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの
推進

政策体系
コード

知事公約　創生総合戦略　

緊急性
優先性

前年度
二次評価
意見

- 対応状況
(R4.3時点)

-

実績と成果

・児童虐待防止や一時保護・措置の検討など専門的
な児童相談、市町村への助言指導
・里親等への子どもの委託推進に向けた取組、子ど
もへの支援にかかる体制整備や人材育成
・子どもの貧困対策の取組



<成果指標の達成状況>　⇒３つ以外の指標は、補助指標調書に記載
増加 % R1年度 R2年度 R3年度 最終目標(R6) 達成率 指標判定

目標値 - - 現状からの増加 現状からの増加

実績値 33.9 33.3 34.6

R2年度 R3年度 R4年度 最終目標() 達成率 指標判定
目標値
実績値

R2年度 R3年度 R4年度 最終目標() 達成率 指標判定
目標値
実績値

【総合判定】

対応方針番号

連携状況
緊急性
優先性

指標判定○

翌年度に
向けた
対応方針

内容

①

増加する虐待相談対応件数について、市町村の相談体制強化や児相職員の専門性の向上
が必要であることから、市町村支援児童福祉司により地域の連携強化を図り、職員を対象に
した研修内容の充実を図る。また児童養護施設等に里親支援専門相談員を配置し、事業の
一部を委託することで、里親養育支援体制の推進、延いては里親委託率の上昇を図る。

②

③

○ A 総合判定 順調

施策
コード

0405

-

「第四期北の大地☆子ども未来づくり北海道計画」に基づき、令和６年度までに現状からの増加
を目指し、目標値として設定。

-

指標名②

指標名③

-

指標名①

A

分析（主な取組と成果）

-

設定理由

分析（主な取組と成果）

分析（主な取組と成果）

　里親等委託率の増加を図るため、児童相談所が中心となり、北海道里親会連合会や児童福祉施設等と連携し、里親の
リクルートのための広報・啓発を行うとともに、里親登録前後や委託後のみならず、未委託里親への研修やトレーニン
グも実施することで、養育技術の向上を目指している。また、里親からの養育相談への対応や里親同士の交流の機会を
設けるなどすることで、包括的な実施体制の構築や里親支援の充実が重要であると認識している。

設定理由

令和４年度　基本評価調書② 施策名
地域全体で子どもを見守り
育てる社会づくり

里親等委託率 103.9%

設定理由



<二次政策評価>

対応方針番号 方向性
関連する事務事業
（新規・拡充）

法令等に基づき、児童福祉司等の専門職員を適切に配置すると
ともに、研修を通じ、職員の専門性や対応能力の向上に取り組
む。SNSを活用した全国一律の相談システムの運用により、初
期対応の強化を図るとともに、各児童相談所に新たに配置した
保健師により、保健指導を実施する等、児童相談所の体制強化
を図る。また、里親委託推進に向け、制度の更なる周知を図る
とともに、新規開拓セミナーや子どもと里親家庭のマッチング
等の実施により、新たな登録を促進するなどして里親制度の積
極的な活用に努める。

新規：こどもの権利
擁護体制強化事業

R5新規事
業数

1

①

②

③

Ｒ５
施策の
方向性

令和４年度　基本評価調書③ 施策名

二次政策
評価への
対応

R4年度
二次政策
評価

地域全体で子どもを見守り
育てる社会づくり

施策
コード

0405



施策名 施策コード

うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

1101 一般 児童虐待防止対策推進事業費
子ども子育
て支援課

0 179,195 96,925 1.4 130.5 131.9 1,205,905 ①
改善（取組
分析）

拡充

1102 事務 自立支援（児童）に関する事業
子ども子育
て支援課

0 0 0 3.0 33.7 36.7 285,673

1103 一般
ひとり親家庭等生活支援事業費補助
金

子ども子育
て支援課

0 14,583 4,862 0.2 1.4 1.6 27,037

1104 一般 北海道母子寡婦福祉連合会補助金
子ども子育
て支援課

0 13,600 13,600 0.2 0.0 0.2 15,157

1105 一般
母子家庭等自立支援給付金支給等事
業費

子ども子育
て支援課

0 36,587 9,148 0.2 1.4 1.6 49,041

1106 一般
母子家庭等就業・自立支援センター事
業費

子ども子育
て支援課

0 35,421 15,911 0.3 0.7 1.0 43,205

1107 義務費 児童手当支給費
子ども子育
て支援課

0 9,332,169 9,332,169 0.4 2.8 3.2 9,357,078

1108 義務費 児童扶養手当支給費
子ども子育
て支援課

0 3,482,362 2,321,575 0.4 7.1 7.5 3,540,742

1109 一般 児童扶養手当支給事務費
子ども子育
て支援課

0 2,535 2,535 0.1 1.7 1.8 16,546

1110 事務 自立支援（母子）に関する事務
子ども子育
て支援課

0 0 0 1.0 0.7 1.7 13,233

1111 義務費 児童相談所及び一時保護所費
子ども子育
て支援課

0 239,658 119,829 0.4 0.0 0.4 242,772

1112 維持費
児童相談所及び一時保護所費（維持
費）

子ども子育
て支援課

0 91,541 91,541 0.4 51.0 51.4 491,639

1113 義務費
児童自立支援施設費（義務的経費：向
陽学院）

子ども子育
て支援課

0 47,196 18,233 0.5 11.0 11.5 136,712

【事務事業のコスト】
施設職員の配置に関する国庫基準の見直し
などについて、引き続き国に要望するなど超
過負担の解消に努めること。

国に対して国庫基準の見直しなどについて、
引き続き要望を行う。

1114 維持費
児童自立支援施設費（維持費：向
陽学院）

子ども子育
て支援課

0 24,030 11,325 0.1 9.0 9.1 94,864

1115 義務費
児童自立支援施設費（義務的経
費：大沼学園）

子ども子育
て支援課

0 53,211 20,187 0.5 11.0 11.5 142,727

【事務事業のコスト】
施設職員の配置に関する国庫基準の見直し
などについて、引き続き国に要望するなど超
過負担の解消に努めること。

国に対して国庫基準の見直しなどについて、
引き続き要望を行う。

1116 維持費
児童自立支援施設費（維持費：大
沼学園）

子ども子育
て支援課

0 17,503 8,664 0.1 9.0 9.1 88,337

1117 義務費 児童保護措置費
子ども子育
て支援課

0 8,591,951 4,261,511 1.5 1.8 3.3 8,617,638

父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立
促進のため、児童について手当を支給する事業

児童扶養手当の支給事務費

0405

整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要
課・局
室名

前年度から
の繰越事業
費（千円）

令和4年度　事務事業評価調書 地域全体で子どもを見守り育てる社会づくり

事業費
（千円）

ACTION　結果への対応（令和５年度）

次年度
方向性

二次評価意見への対応状況

道立児童相談所及び一時保護所の維持運営に係る事業

道立児童相談所及び一時保護所の維持運営に係る事業

道立児童自立支援施設(向陽学院）の維持運営に係る事業

令和４年度

一次政策評価執行体制
フル
コスト
（千円）

令和４年度

二次政策評価意見

道立児童自立支援施設(向陽学院）の維持運営に係る事業（維持費）

道立児童自立支援施設(大沼学園）の維持運営に係る事業

道立児童自立支援施設(大沼学園）の維持運営に係る事業（維持費）

児童虐待防止施策等の推進に係る体制整備及び関連事業に係る事務

母子自立支援生活援助ホームに関する事務等、自立支援（児童）に関する事務

母子家庭等が日常生活に支障が生じている場合に、生活を支援する者の派遣
等を行う事業

道母連が行う母子福祉センターの運営に対し補助する事業

母子家庭の母等の雇用の安定及び就職の促進を図るための事業

北海道優良ひとり親家庭表彰に係る事務、児童扶養手当債権管理事務、母子
家庭等に対するメールマガジン発行業務

母子家庭等の就業に関する相談、就業情報提供に至る一貫した就労支援サー
ビスの提供等、自立を支援する事業

市町村が認定、支給した児童手当に対して、児童手当法に基づき、道
が一部を負担する事業

要保護児童の児童養護施設等への入所等に係る措置費の支給に係る
事務



施策名 施策コード

うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

0405

整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要
課・局
室名

前年度から
の繰越事業
費（千円）

令和4年度　事務事業評価調書 地域全体で子どもを見守り育てる社会づくり

事業費
（千円）

ACTION　結果への対応（令和５年度）

次年度
方向性

二次評価意見への対応状況

令和４年度

一次政策評価執行体制
フル
コスト
（千円）

令和４年度

二次政策評価意見

1118 義務費
市町村児童保護措置費負担金及
び各種加算に関する事務

子ども子育
て支援課

0 25,160 25,160 0.2 0.7 0.9 32,166

1119 一般
母子父子寡婦福祉資金貸付特別
会計繰出金

子ども子育
て支援課

0 33,471 33,471 0.1 0.0 0.1 34,249

1120 一般 母子父子寡婦福祉資金貸付事業
子ども子育
て支援課

0 1,284,601 33,471 0.5 2.8 3.3 1,310,288

1121 一般
子どもの貧困対策ネットワーク会
議事業費

子ども子育
て支援課

0 6,073 3,037 0.5 0.4 0.9 13,079

1122 一般
新型コロナウイルス感染症に伴う児童
相談体制強化事業

子ども子育
て支援課

0 23,161 0 0.1 10.0 10.1 101,779

1123 一般 SNS相談委託事業費
子ども子育
て支援課

0 11,330 5,665 0.3 8.0 8.3 75,937

1124 一般 ヤングケアラー支援体制強化事業
子ども子育
て支援課

0 17,301 6,258 1.2 0.8 2.0 32,869

1125 一般
子どもの権利擁護に係る実証モデル
事業

子ども子育
て支援課

0 10,000 0 0.3 0.7 1.0 17,784

1126 一般
児童一時保護感染拡大防止体制
強化事業費

子ども子育
て支援課

0 21,141 0 0.2 10.0 10.2 100,538

1127
投資的経費

B
児童相談所増築等改修事業

子ども子育
て支援課

0 794,269 710,482 0.3 1.5 1.8 808,280

1128 義務費 社会的養護従事者処遇改善事業
子ども子育
て支援課

0 59,067 0 0.2 0.0 0.2 60,624

1129 一般 ひとり親家庭自立促進事業費
子ども子育
て支援課

0 815 408 0.1 0.7 0.8 7,042

1130 一般 ひとり親家庭実態調査事業費
ひとり親家庭の生活状況やニーズ等を把握し、今後の施策
に活用するため、実態調査を実施する。

子ども子育
て支援課

0 3,660 1,830 0.4 0.0 0.4 6,774

1131 一般
ひとり親家庭への総合的な支援の
ための相談窓口強化事業費

子ども子育
て支援課

0 941 471 0.1 2.0 2.1 17,287

1132 一般
子どもの死亡予防策検証モデル事
業費

子ども子育
て支援課

0 8,459 0 0.4 0.0 0.4 11,573

0 24,460,991 17,148,268 15.6 310.4 326.0計

虐待通告等、安全確認や面談が必要なケースで、感染症拡大により家庭訪問
が困難な場合にタブレット端末を活用し、オンラインで状況確認等を行うことや
職員を配置し児童相談体制を強化するための事業

「北海道子どもの貧困対策ネットワーク会議」等を設置し、施策の検討
等を行うとともに、子どもの居場所の新規開設等に向けた市町村、運営
者等に対する研修等を実施する事業

特別会計への拠出金

市町村（母子生活支援施設等）への運営費補助等に係る事務及び当該
運営費にかかる各種加算認定等に係る事務

厚労省が開発するSNSを活用した全国統一の相談支援システムが受付した相
談等の一部を児童相談対応が可能な事業者に委託する事業

母子家庭等の自立支援策として、生活資金、修学資金等を貸し付ける
事業及び平成１０年度まで実施していた遺児に対する修学資金貸付事
業に係る償還金を回収する事務

子どもの死亡要因の上位を占める「不慮の事故等」を始めとした「予防
可能な子どもの死因」の対策を進めるために、国のモデル事業を活用し
た検証事業

ヤングケアラー支援のため、早期発見や支援体制の準備等を実施する事業

一時保護等の措置中の児童に対して、意見表明できる機会を与え、権利擁護
体制の構築を図る事業

新型コロナウイルス感染症により養育困難となった児童に対し、感染症
対策や健康管理など、適切な対応が講じられる一時保護体制を整備す
ることや医療機関との連絡調整のため看護師を配置する事業

狭隘化及び老朽化を解消するため、また一時保護所の拡張を図るた
め、児童相談所の増築等の改修を実施する事業

閣議決定に基づき、社会的養護に従事する児童福祉施設等の職員の
処遇改善を行う事務

多様化しているひとり親家庭の問題に対応するため、母子・父子自立支
援員等が弁護士の専門的助言等を受けられるよう、相談支援体制の充
実を図る事業

ひとり親家庭の支援制度の有効活用及び大学進学率の向上のため、各
種支援制度や相談窓口、高校・高等教育の無償化等に係るリーフレット
を作成し、市町村や学校との連携の下、ひとり親家庭に対するきめ細か
な周知を行う。




